
図1. 医療機関における禁煙・分煙状況� 図2. 開設主体別禁煙・分煙状況�
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図3. 医療機関種類別、禁煙・分煙状況� 図4. ブロック別、禁煙・分煙状況�
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医療機関の禁煙実態アンケート
調査の結果について

常任理事 長 澤 邦 雄

北海道医師会は昨年１０月当会会員所属医療機関
３，１４０施設（大学病院は除く）の施設長を対象に
標記調査を実施した。
この度、その結果がまとまったので、紙面の関

係から概要を報告する。
１．回収数・回収率

１，７２６施設／３，１４０施設で回収率は５５．０％とな
った。調査への関心の高さを示し、悉皆調査と
しては回収率は高い方ではないかと考えられ

る。
２．調査結果

１）病院・医院における状況

「全面禁煙」「完全分煙」「部分分煙」など
何らかの対策を行っている医療機関は
８４．１％であった（図１）。
開設主体別では、「全面禁煙」は個人が

４１．０％と１番多く、医療法人２６．９％、社会
保険関係団体２５．０％と続く（図２）。
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図7. 医療機関における禁煙指導の状況� 図8. 開設主体別、禁煙指導の状況�
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図5.診療科目別、禁煙・分煙状況� 図6.「全面禁煙」していない医療機関の�
　　 近い将来の「全面禁煙」についての考え�
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「全面禁煙」と「完全分煙」をプラスす
ると、社会保険関係団体が１番多く、国・
個人・医療法人と続く。個人は「自由」と
するものも多かった。
医療機関種別では、診療所の「全面禁

煙」が３９．２％であったのに比し、病院は
２．２％と低い。「全面禁煙」と「完全分煙」
を合わせた状況においても、診療所５３．８％
病院は４１．５％であった（図３）。
地域的には、「全面禁煙」は石狩管内が

４２．８％と１番多く、渡島３４．１％、胆振
２９．９％と続く（図４）。
診療科目別では、「全面禁煙」は耳鼻咽喉

科が４４．５％と１番多く、小児科３２．７％、眼
科３０．２％と続く（図５）。「全面禁煙」して
いない医療機関に近い将来される考えがあ

るか聞いた設問では、「する」１７．８％、「し
ない」３２．８％、「わからない」３１．１％であっ
た（図６）。現在している医療機関と近い
将来する医療機関をプラスすると、全回答
者の４３．６％となる。

２）患者さんに対する禁煙指導の状況

患者さんに対する禁煙指導は、「禁煙外来
（医療法に基づく標榜診療科目ではない
が、禁煙を希望する人に指導することの院
内表示）を表示して実施」５．６％、「禁煙外
来を表示せずに実施」３０．２％、「実施してい
ない」５５．７％、「その他」１．７％であった
（図７）。
いわゆる「禁煙外来」を院内表示して実

施している医療機関は、開設主体別では、
国１４．３％、社保団体１２．５％が多い（図
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図9.「禁煙外来」していない医療機関は将来�
　　「禁煙外来」をはじめますか？�
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図10. 効果的なプログラムがあれば利用しますか？�
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図11. 禁煙が必要な患者には禁煙を指導しますか？�
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８）。医療施設種別、ブロック別には大き
な差はなかった。
「禁煙外来」を表示していない医療機関

に、将来「禁煙外来」を表示して実施する
考えがあるか聞いた設問では、「はい」
１９．６％、「いいえ」３３．９％、「わからない」
３０．３％となった（図９）。
現在している医療機関と将来する医療機

関をプラスすると全回答者の２４．２％とな
る。
また、効果的な禁煙指導プログラムがあ

れば利用しますかという設問では、「はい」
５４．６％、「いいえ」２０．２％、「わからない」
１８．５％であった（図１０）。
禁煙が必要な患者に対する禁煙指導で

は、「指導する」８５．５％、「しない」３．７％、
「わからない」５．９％となり、当然の事なが
ら「指導する」が大多数である。しかし

「しない」「わからない」が９．６％いる（図
１１）。

３）医師の禁煙意識

「医師という立場上たばこは吸うべきで
ないと思いますか？」という設問では、「は
い」７９．１％、「いいえ」１４．３％、「その他」
４．２％であった（図１２）。
診療科目別では、「精神科」「眼科」「皮膚

科」で「吸うべきではない」とする人の割
合が若干低いほかは、大きな差はない。

４）「禁煙相談」受入医療機関

北海道医師会インターネットホームペー
ジ上で「禁煙相談」受入医療機関を公表す
ることに賛同いただき、申し出て頂いた医
療機関は、道内全域で３６施設であった。こ
の名簿は、ホームページ上で公表する予定
である。

５）自院の医療従事者に対する禁煙指導と従事
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図13. 医療従事者に対する指導の状況�

勤務内外に�
関わらず常�
に禁煙を積�
極的に指導�
19.6％�

勤務中は禁�
煙するよう�
に指導�
39.9％�

特に何もし�
ていない�
34.3％�

その他�
4.0％�

不備�
2.2％�

図14. 医療従事者喫煙についての意識�
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図16.医療機関従業員の喫煙割合�
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図15.年齢別医療従事者の喫煙に対する意識�
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者の喫煙に対する医師の意識

「禁煙を積極的に指導」１９．６％、「勤務中
の禁煙を指導」３９．９％、「何もしない」
３４．３％であった（図１３）。
また、従業員の喫煙に対する医師の意識

は、「よいことではない」とする人６３．７％、
「本人の自由」３１．２％、「わからない」１．５％
であり（図１４）、年齢別では、「よいことで
はない」とする人は年齢が高くなるほど多
くなり、逆に「本人の自由」とする人は年
齢が若くなるほど多くなっている（図
１５）。

６）医療従事者の喫煙割合

「全員吸っている」０．６％、「半数以上吸
っている」１８．７％、「全員吸わない」

２１．９％、「半数以上吸わない」４７．３％、「わか
らない」４．９％であった（図１６）。

７）禁煙対策に対する自由意見

禁煙・喫煙に関する自由意見は２８８人の
方にお書きいただいた。この種の設問に対
する記入率としては、関心の高さを反映し
高いのではないかと考えられる。
紙面の関係から、全てを掲載することは

できないので、内容を分類し数だけ報告す
ると表１のとおりである。

３．今後の対策

以上、アンケートの概要を報告したが、日本
医師会では坪井会長の強い意向を受けて、平成
１３年度から「禁煙キャンペーンプロジェクト委
員会」を立ち上げ、各種の禁煙対策を検討・推
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進することになっている。さらに時期を同じく
して本格的に活動がはじまる「健康日本２１」や
２００３年を目途に具体化を進めている「WHOの
たばこ枠組み条約」などとの連携を視野に入れ
ながら、北海道医師会では、当面、表２の対策
を推進することとしている。
なお、調査結果の詳細は紙面の関係から割愛

したが、当会インターネットホームページに一

般の方々に公開する資料として掲載予定であ
る。

１．禁煙運動を積極的に推進すべき １３０

１）医師会に対する意見 １４

２）医師・医療従事者に対する意見 ２１

３）国に対する意見（たばこ税引き上げ、自販
機をなくす、健保適用など） ３９

４）社会全体に対する意見 ３３

５）学校教育に対する意見（低学年からの教育
の必要性など） １５

６）マスメディアに対する意見 ８

２．禁煙は本人の意思に委ねる等の意見 ４３

３．その他 １１５

� 騒ぎすぎ ６

� たばこ以外の害 ４

� 医療機関での対応 ５９

� その他 ４６

合計 ２８８

目 的 対 策

医療機関における
喫煙率の減少と医
療機関内の「全面
禁煙化」・「完全分
煙化」の推進（現
在５１．４％）

�医療機関に対する効果的な「禁煙
プログラム」その他必要な情報提
供
�禁煙・分煙に関するポスターの作
成および医療機関への配付
�インターネットホームページ「禁
煙専用ページ」の開設
禁煙関係各種情報の提供、「禁煙指
導・禁煙相談」実施医療機関の公
表など（現在３６医療機関）

道民の喫煙率の減
少、特に若年者に
おける減少

�「禁煙指導・禁煙プログラム」に関
する医師・医療関係者向け研修会
等の実施→「禁煙外来」実施医療
機関（現在９７医療機関）増加の推
進、医療機関従業員に対する啓蒙
�小中高生等若年者への積極的な禁
煙教育の実施→教育庁、学校教育
関係者等との連携、協力
�「すこやか北海道２１」との連携に
よる「禁煙指導・禁煙相談」の実
施
�インターネットホームページ「禁
煙専用ページ」の開設
禁煙関係各種情報の提供、「禁煙指
導・禁煙相談」実施医療機関の公
表など（現在３６医療機関）

	各種禁煙活動に対する協力
（H１２．１２．２６ 第１９回常任理事会承認）

表２ 北海道医師会における当面の対策

表１ 禁煙対策における自由意見
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